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自治体経営改革の自己診断 2006 

自己評価に基づく組織運営（ガバナンス）評価 

 

【調査結果の概要】 

 

 

（財）関西社会経済研究所（会長：秋山喜久 関西経済連合会会長、所長：本間正明 

大阪大学大学院経済学研究科教授）では、地方分権の時代に対応した自治体評価に関

する研究に取り組んでいます。その成果の一つとして、全国 10 万人以上の人口を有

する自治体について行なった掲記の調査結果がまとまりましたので、ここにご報告い

たします。 

 

 

 

 

 

（財）関西社会経済研究所は、経済界の支援を受け、学界・経済界等の有識者による調査・

研究活動を行なっている非営利の総合政策シンクタンクです。 

※詳細につきましては、パンフレット、またはホームページ（http://www.kiser.or.jp/）

をご参照ください。 
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１．調査の目的とねらい 

1998 年に三重県が北川前知事のもとで「行政システム改革」という経営改革戦略ビジ

ョンを示した頃から、各自治体では、総合計画と予算の関係の明確化、行政評価の実施、

成果主義を導入した人事システム、財政情報開示の充実など様々な改革努力が積み重ね

られてきた。しかし、未だ不十分な点も多い。特に、改革の仕組みを行政経営システムと

してトータルで制御できず、格好だけの改革になっているため、改革の実効性が上がらないケ

ースが目立つ。すなわち、「組織運営のガバナンスの欠如」である。 

本調査では、自治体経営におけるガバナンスの向上を最重要課題と考え、その観点で、各

自治体を評価したものである。この評価の目的は 

第一に、この評価を通じ、各自治体が自分たちの改革を振り返り、進もうとしている方向の

確かさを確認し、更なる改革の課題を自ら見出せるような調査結果を示すことでガバナンス

改革のツールを自治体に提供することである。 

第二に、住民に自治体経営についての情報を提供することにより、住民が自治体のあり方に

関心を深め、自治体経営に積極的に参加する途を広げることにある。 

 

２．調査対象 

全国の人口 10 万人以上の規模の都市と東京特別区（278 市区）にアンケート調査を実

施し多数の自治体から協力を得た。 

 

回収率：186 市区（66．9％） 

 

３．本調査の特徴点 

①自治体のガバナンスのあり方を、先進事例を交えながら体系的に示している。 

②自治体が自らガバナンスのレベルを自己診断できるツールを提供し、自治体が取り組

むべき課題を見つけることができる。 

③全国の人口 10 万人以上の市区を対象とし、質問項目が 200 項目に及ぶ、大規模で包

括的な調査である。 
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４．調査の手法 

「総合計画」、「予算編成」、「財政運営」、「行政評価」、「財政情報の開示」、「人事システム」

「監査制度」、「情報公開・住民参加」、「トップマネジメント」、「自治基本条例」の 10 の項目につ

いて全 200 質問を設定。それぞれの達成度をアンケートによる自己評価で診断する。 

この 10項目は plan－do－seeという観点およびガバナンスが効果的に運営される要件

として外形的要件（組織が形式的に整っているか）、内容に関する要件（実質的に効果を

挙げているか）、システムの相互関係（各業務の連携・整合性）という３つの要件にまと

め、これを関係する主体別（行政内部、議会、住民）に整理して分析評価するなど、き

わめて多面的で体系的な分析を試みた。 

 

 以下では、10 項目から総合計画を事例に、調査の方法と、調査結果の読み取り方につ

いて説明する。 

 

質問票の事例（総合計画から） 

３）定期的に把握している（把握の仕方は、質
問10におけるベンチマーク等の数値目標に照
らして）

４）上記２）と３）の両方に該当する

上記の問で１)以外であり、その結果を住
民に公表している（冊子を作成して配
布、ホームページ等での公開、住民が参
加する委員会等での公表など）場合には
右のセルに１該当しないときには２と入
力ください。上記の問で１)のときは無回
答としてください。

総合計画または実施計画の進捗状況を定期的
（毎年、または２～３年毎）に把握していますか。

１）定期的には把握していない

14

 

この質問に関するご説明

２）定期的に把握している（把握の仕方は、執
行された事業費ベース）

2003年度調査では問７・８（質問を変更）
近年では、総合計画や実施計画の進捗状況を数値目標を
立てて、経年的に示すケースが見られるようになっていま
す。そのような取り組みが行われているかどうかについて
お尋ねします。ここでは過去の計画を終了後、あるいは中
間年に一括して示すのではなく、毎年あるいは長くても２
～３年に一度程度の期間で把握・公表しているかをお尋ね
しています。公表対象が、議会や策定委員会のみに限定
される場合には、公表しているとは見なしません。

定期的にとは、原則として毎年度を指していますが、２～３
年であってもよいものとします。必要に応じてという意味で
あれば、定期的にとは解釈しないこととします。また実施
計画ベースでは把握しているが、総合計画ベースでは把
握していない場合であっても、把握していると見なします。

また住民への公開に関してですが、
2003年度調査では、「総合計画等の進捗状況について
は、議会や住民に積極的に情報提供（ホームページや冊
子等を通じて、中身がわかるようにしているなど）をしてい
ますか」という問いに対して、１）情報提供は行っていな
い。２）情報提供を検討中。３）情報提供は行っているとい
う選択肢が設けられ、１）14.6％、２）24.8％、３）59.9％　と
いう結果となりました。

御市区のご回答

自由回答

14 総合計画14

 

 

 

 

 

質問の趣旨説明：一種の改革

マニュアルになっている 

自由回答の意見が、他市区

の参考になる 
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上段問

下段問

45 100.0% 11 100.0%合計 99 100.0% 11 100.0% 15 100.0% 17 100.0%

20 44.4% 3 27.3%4 26.7% 3 17.6%34 34.3% 4 36.4%

25 55.6% 8 72.7%11 73.3% 14 82.4%

全市区 政令指定都市

１） 65 65.7% 7 63.6%

２）

100 100.0% 17 100.0%合計 186 100.0% 14 100.0% 26 100.0% 29 100.0%

23 23.0% 11 64.7%

0.0%

４） 62 33.3% 9 64.3% 9 34.6% 10 34.5%

17.2% 13 13.0% 014.3% 4 15.4% 5３） 24 12.9% 2

47 47.0% 6 35.3%

0.0%

２） 72 38.7% 1 7.1% 10 38.5% 8 27.6%

20.7% 17 17.0% 0

一般市 東京特別区

１） 28 15.1% 2 14.3% 3 11.5% 6

全市区 政令指定都市

中核市 特例市 一般市 東京特別区

中核市 特例市

 

 

自由記述から参考になる事例を紹介 

0
事業量の表し方がoutcomeではなく、output（例えば○○を何カ所整備、△△の担い手を何人養成等）で、
それに対する進捗状況の把握は行っているので「２」とした。

1
基本的に毎年実施計画を策定しているため，予算決算と比較し，事業費ベースで把握している。要求があ
れば住民にも配布し，ＨＰ公開をしている

3 1
実施計画（H１６～H２０の５年間の計画期間）については、１６年度に策定し、期間中の計画事業や、施
策の推進を測るための指標の目標数値等を掲載しており、毎年進捗状況を把握し、見直しをすることとし
ている。

本年度から政策・施策評価（試行）がスタート、実施結果報告書を公表した。今後毎年実施する予定。

ＰＤＣＡサイクルの中で、行政評価等により常に成果を把握し、見直しに資するよう努めることとしてい
る。
毎年度、基本計画の進捗状況を示した行政評価報告書を作成し、市立図書館等で公開するとともに、同じ
内容のものをホームページで公開している。なお、ホームページでは、事務事業評価結果も公開してい
る。
進捗状況を隔年で把握するため、ベンチマーク、アウトカム指標、決算額等を踏まえ、評価を加えてい
る。なお、経費については、事業費だけでなく、人件費など経常経費も含めて、把握している。

市民意識調査の中間年次調査の結果の公表や、実施計画の中間見直しの際に事業内容・決算内容を公表し
ている。

基本計画に掲げる全事業について、各年度数値目標を設定し、年度末に各年度目標に対する達成状況及び
計画全体から見た進捗状況の確認を行っている。これらについては、ホームページにおいて公表してお
り、また、年２回程度市民懇談会を開催し、進捗状況の確認を行っている。また、事業費ベースでは｢進行
管理票｣を作成し、計画→当初予算→最終予算→決算まで、それぞれ事業毎にいくらであったかを把握した
上で、総合計画の事業費の公表をしている。

　「○○市会の議決に付すべき事件等に関する条例」において「○○市基本計画」の実施状況について毎
年度報告することを義務付けられており，市会に報告しているほかその内容をホームページで公開してい
る。　また，「○○市基本計画」（計画期間：平成13年～平成22年）の2年前倒しでの実現を目指して策定
した，平成16年度から平成20年度までの5年間の実施計画である「○○市基本計画 第2次推進プラン」の進
ちょく状況について，施策・事業の項目ごとに，「完了・継続」，「推進中」，「着手前」の3段階に分類
した「実施状況区分」，年次計画と対比した形での「実施状況」，年度毎の「予算・決算額」を，イン
ターネットホームページで，毎月最新情報に更新して公表している。
毎年実施計画事業を事業評価をしており、評価表において目標値に対する実績値、コスト評価を行い事業
の方向性も検討している。

2

0

1

4

 

        備考：0 は無回答 

 

 

 

自
市
区
の
取
り
組
み
の
現
状
か
ら
、
改

革
す
べ
き
課
題
を
見
つ
け
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上段問の回答番号 

下段問の回答番号 
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「総合計画」の項目は、次のような質問群から成っている 
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総合計画については、「その自治体の政策運営における目標体系として設定され、進捗

管理ができるようにベンチマーク等が設けられており、総合計画等で予定されている事

業と財政計画との間で整合性があり、総合計画の期間中における修正のあり方などにつ

いてもあらかじめ想定された形になっている。また、総合計画の策定に際して議会や住

民の参画が組織的に設けられている」ことを評価の対象とし、質問が設定されている。 

 

ガバナンス改革度のレベル 
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区分別に見ると、東京特別区のスコアが他の区分と比較して突出して高いことが読み

取れる。また地域別に見ると、関東、中部、関西の大都市圏が比較的高いという結果と

なっている。平均点は 69.0 点、全体的な点数分布では、70 点以上～80 点未満の区分に

もっとも多くの団体が集まっている。 

 

地域別、区分別の点数分布 

 総合計画

団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比
政令指定都市 2 14% 1 7% 4 29% 5 36% 2 14% 70.3
中 核 市 1 4% 7 27% 9 35% 6 23% 3 12% 71.0
特 例 市 5 17% 2 7% 8 28% 9 31% 5 17% 68.6
一 般 市 7 7% 13 13% 26 26% 34 34% 20 20% 64.8
東 京 特 別 区 7 41% 5 29% 2 12% 3 18% 0 0% 83.9

北 海 道 0 0% 0 0% 4 57% 2 29% 1 14% 64.9
東 北 1 8% 1 8% 1 8% 6 46% 4 31% 60.7
関 東 14 20% 13 19% 11 16% 24 34% 8 11% 72.9
中 部 3 9% 8 24% 12 36% 7 21% 3 9% 73.7
関 西 4 13% 3 10% 12 39% 6 19% 6 19% 68.1
中 国 0 0% 2 18% 3 27% 3 27% 3 27% 60.2
四 国 0 0% 0 0% 1 20% 4 80% 0 0% 60.9
九 州 ・ 沖 縄 0 0% 1 6% 5 31% 5 31% 5 31% 60.4

全 国 22 12% 28 15% 49 26% 57 31% 30 16% 69.0

50点未満90点以上
80点以上90点

未満
70点以上80点

未満
50点以上70点

未満 平均点

 
 

総合計画の点数分布 
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５．調査結果についての主な留意点 

①本調査は各自治体が自らの改革の達成度を自ら判断し評価するという手法であるため、必

ずしも評価の物差しの一貫性という点では限界があり、他団体と比較することについては、

あくまで参考にとどまると言わざるを得ない。 

②近年の自治体に頻繁に起こるコンプライアンス問題、職員の不祥事、モラル違反などについ

ては、本調査では、これらはガバナンス以前の問題として、調査項目に織り込んでいない。し

たがって、一部で、昨今、不祥事が頻発する自治体のスコアが高得点であるケースも

ないわけではない。このような点をどう評価に織り込むかは今後の課題である。 

 

６．研究体制 

委員長    林 宜嗣  関西学院大学大学院経済学研究科教授 

 アドバイザー 吉田和男  京都大学経営管理大学院 院長 

 アドバイザー 跡田直澄  慶應義塾大学商学部教授 

 主査     小西砂千夫 関西学院大学大学院経済学研究科・産業研究所教授 

 委員     齊藤 愼  大阪大学大学院経済学研究科教授 

        中川幾郎  帝塚山大学大学院法政学研究科教授 

        藤井秀樹  京都大学大学院経済学研究科教授 

         岸 秀隆  監査法人トーマツ代表社員 

         前川聡子  関西大学経済学部助教授 

              坂田雅代  大阪国際大学法政経学部講師 

 研究協力者  的場啓一  関西学院大学大学院経済学研究科博士課程後期過程 

 事務局    （財）関西社会経済研究所 

           宮原 孝信  事務局次長 

               澤井 武美  総括調査役（主担当） 
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７．ガバナンス改革で比較する自治体経営の現状 

合計スコアでみた、回答団体のなかで上位 20 位までの市区名と点数は次の通りであっ

た。 

順 位 市 区 名 点 数 地 域 区 分 人 口

1 八 王 子 市 92.1 関東 一般市 560,048

2 杉 並 区 91.8 関東 東京特別区 528,180

3 練 馬 区 89.7 関東 東京特別区 692,225

4 多 治 見 市 88.8 中部 一般市 103,818

5 足 立 区 87.5 関東 東京特別区 624,548

6 台 東 区 86.6 関東 東京特別区 165,193

7 日 野 市 84.8 関東 一般市 176,490

8 世 田 谷 区 83.6 関東 東京特別区 841,399

9 三 鷹 市 82.8 関東 一般市 177,031

9 浜 松 市 82.8 中部 政令指定都市 804,067

11 青 森 市 80.1 東北 中核市 311,492

11 豊 橋 市 80.1 中部 中核市 372,471

11 四 日 市 市 80.1 中部 特例市 303,851

14 大 和 市 79.6 関東 特例市 221,218

15 相 模 原 市 78.7 関東 中核市 628,638

16 横 浜 市 77.7 関東 政令指定都市 3,579,133

17 甲 府 市 77.5 中部 特例市 194,245

18 板 橋 区 77.3 関東 東京特別区 522,710

19 豊 田 市 77.2 中部 中核市 412,131

20 浦 安 市 77.0 関東 一般市 155,287

20 豊 島 区 77.0 関東 東京特別区 250,153

合計点

 

全市区平均 62.8 点 

結果の特徴は次の通りである。 

○上位 20 位のうち、14 団体が東京都および千葉県、神奈川県といった東京都に隣接し

た県である。また、東京都は 10 団体（3 市 7 区）であった。 

○首都圏以外では、中部圏の都市である多治見市と浜松市が上位10位以内に入っている。 

○いわゆる三大都市圏であっても、関西地域からは上位 20 位に入っている団体はない。 

○いわゆる三大都市圏以外では、11 位の青森市、17 位の甲府市が上位 20 位以内に入っ

ている。 

○政令指定都市は、横浜市と浜松市(移行予定)のみが上位 20 位以内であり、東京特別区

と中規模の都市が大半を占めている。 

 

 区分別に見ると東京特別区が他に比べて高く、地域別に見ると、関東と中部がやや高

くなっている。全市区の平均は 62.8 点であり、60 点以上～70 点未満の団体が最も多い。 

どちらかと言えば、評価結果は東高西低であると言える 
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地域別、区分別の点数分布 

 合計

団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比 団体数 構成比
政令指定都市 0 0% 1 7% 5 36% 8 57% 0 0% 67.0
中 核 市 0 0% 2 8% 9 35% 13 50% 2 8% 65.1
特 例 市 0 0% 1 3% 7 24% 20 69% 1 3% 64.6
一 般 市 1 1% 3 3% 7 7% 71 71% 18 18% 58.0
東 京 特 別 区 1 6% 4 24% 7 41% 5 29% 0 0% 75.4

北 海 道 0 0% 0 0% 0 0% 6 86% 1 14% 59.6
東 北 0 0% 1 8% 0 0% 12 92% 0 0% 61.4
関 東 2 3% 6 9% 19 27% 39 56% 4 6% 66.1
中 部 0 0% 4 12% 6 18% 18 55% 5 15% 64.0
関 西 0 0% 0 0% 6 19% 21 68% 4 13% 61.3
中 国 0 0% 0 0% 1 9% 7 64% 3 27% 57.8
四 国 0 0% 0 0% 0 0% 5 100% 0 0% 59.1
九 州 ・ 沖 縄 0 0% 0 0% 3 19% 9 56% 4 25% 56.4

全 国 2 1% 11 6% 35 19% 117 63% 21 11% 62.8
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ご参考）上位 5 団体の横顔 

八王子市は、市長のリーダーシップの下で、「減量改革から仕組みの改革」をめざした行財政改革を

進めてきており、地域経営改革を柱としている。八王子市のホームページにも掲げられているが、総

合計画、実施計画、および財政計画の考え方は本調査で理念型と考えている姿にきわめて近く、平成

14 年度頃から取り組まれた改革の成果が出てきていることから、今回、もっとも高いスコアになった

ものと考えられる。 

杉並区も、同じように区長の強いリーダーシップの下で、総合計画を柱とした行政経営システムの

確立をめざし、前回のガバナンス評価で 1 位となったように、着実に成果を上げてきている。当初は

接遇の改善などをめざした「五つ星運動」に始まり、近年では、行政運営全体についても「五つ星の

区役所をめざした改革」を掲げ、改革に持続的に取り組んでいる。 

練馬区の場合にも、「行政の改革・改善の成否の鍵は、職員の意識改革とその育成にあると考えてい

ます」という区長の言葉にあるように、平成 16 年度からスタートした新行政改革プランのなかで、

区が自律した地域経営を担う主体として、「減量経営」から「区民をパートナーとする地域の経営者と

しての進化」をめざしている。 

多治見市は、現在 3 期目を迎えた市長が就任以来、まず強力に財政状態の改善に取り組み、市長の

リーダーシップによる健全経営の取り組みを通じて幹部級の意識改革に徐々に成功し、総合計画を軸

とした仕組みを作り上げたことが体質改善につながったとされる。また、人事制度の改革にも積極的

に取り組んできた。名古屋市近郊ではあるが、いわゆる大都市ではなく、上位 20 位ではもっとも人

口規模が小さい。 

足立区は、徹底した枠予算配分の実施など、予算編成方針の斬新さでも有名であるが、平成 12 年

度から始まる総合計画と翌年度からの行政改革大綱のなかで、「民間経営手法の導入と自律型組織への

転換」「住民の参加と協働への働きかけ」をコンセプトにした区政、財政、地域社会全体の改革に取り

組みが進んでおり、柔軟で実効性のある行政経営をめざしている。 

（参照：報告書の 327～347 ページに上位 20 位市区の評価結果を掲載） 

 

■地域別・区分別に見たスコアの違いをどう見るか 

○首都圏や中部圏など、大都市圏で全体的に評価が高いのは、中規模から大規模の自治

体が密集していることによって、ガバナンス改革についての競争的な環境が整ってお

り、行政改革の手法などについても情報が集積しているなどの要因によるものと考え

られる。一般的に、地方圏の周辺に比べて人口規模が突出して大きい市のスコアがあ
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まり高くないのは、自治体経営の競争環境が十分にないことによるものと思われる。 

○一般論として、財政状況があまりにも逼迫すると、歳出削減や職員定数の削減などの

量的な改革課題が優先され、ガバナンスに関する改革の優先順位が落ちたり、自治体

としての改革マインドが十分に育たないということが予想される。大都市圏であって

も、関西の平均的なスコアが高くないことは、財政状況の逼迫が影響している可能性

がある。また、東京特別区の平均スコアが、他の区分に比べて突出して高いのは、今

日、環境や情報集積での有利さに加えて、財政面での逼迫度合いが少ないことが要因

として考えられる。 

○東京特別区を除いた市だけの合計で見ると、一般市、特例市、中核市、政令指定都市

と都市の規模が大きい方がスコアがよくなっているが、項目別に見ると必ずしも高く

ないところもある。政令指定都市は規模が大きいだけに組織運営についての改革を進

める必要性が高く、ガバナンス改革でも積極的に取り組んでいるが、規模が大きいこ

とは、改革の成果がなかなか現れないことにも通じる。東京特別区に比べて政令指定

都市のスコアが高くないのは、規模が大きいゆえに、ガバナンスが難しいことを表し

ているのではないか。 

 

■項目別に見たスコアの違いをどう見るか 

○項目別に見た違いは、そもそも質問のなかで求めているレベルに違いがあることに拠

ることはいうまでもないが、総合計画や財政情報の開示など、形を整えていくことで

一定の評価を得られる項目では比較的スコアが高く、予算編成や行政評価など、行政

運営に質の変化が問われている項目では比較的スコアが低いのは、改革において外形

から入ることは容易であるが、それが一定の効果を発揮し、改革の実をあげることは

難しいことを示唆している。 

○行政評価のように新しく自治体に導入され、社会から注目される項目のスコアに比べ

て、監査制度や予算編成など、従来型の行政運営システムについてのスコアが高くな

いことは、自治体の改革が注目される分野に偏りがちであることを示唆している。 
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区分別に見た結果
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地域別に見た結果
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項目別、地位区別、区分別の平均点 

総合計画 予算編成 財政運営 行政評価
財政情報
の開示

人事シス
テム

監査制度
情報公
開・住民
参加

自治基本
条例

合計

全市区 69.0 52.2 62.4 56.1 73.7 64.3 53.8 77.5 26.1 62.8
政令指定都市 70.3 60.3 60.6 63.5 78.4 74.7 52.4 82.3 16.3 67.0
中核市 71.0 53.6 66.4 58.1 76.1 66.5 57.7 79.0 26.1 65.1
特例市 68.6 50.7 62.5 61.3 76.6 68.2 54.1 81.1 41.7 64.6
一般市 64.8 47.3 58.6 48.8 69.4 58.3 49.8 73.4 19.6 58.0
東京特別区 83.9 67.6 77.0 72.6 87.8 74.9 64.7 83.8 32.5 75.4

北海道 64.9 52.2 69.0 45.5 73.0 55.0 52.9 74.9 18.9 59.6
東北 60.7 52.7 59.1 61.3 67.0 64.9 54.9 78.4 18.7 61.4
関東 72.9 56.8 65.3 59.7 76.2 66.7 56.4 79.4 33.3 66.1
中部 73.7 49.5 64.1 57.7 75.1 65.0 53.7 78.7 23.7 64.0
関西 68.1 49.5 58.2 58.3 70.7 62.3 49.7 76.2 35.3 61.3
中国 60.2 45.4 61.0 48.7 74.3 64.6 50.0 74.0 0.0 57.8
四国 60.9 46.7 55.4 46.8 71.9 65.1 51.5 81.4 18.4 59.1
九州・沖縄 60.4 60.4 57.4 41.1 71.3 59.2 53.0 70.6 11.1 56.4  
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北海道 江 別 市 練 馬 区 宇 治 市
函 館 市 足 立 区 大阪府 大 阪 市
小 樽 市 江 戸 川 区 堺 市
旭 川 市 八 王 子 市 岸 和 田 市
北 見 市 立 川 市 豊 中 市
帯 広 市 武 蔵 野 市 池 田 市
釧 路 市 三 鷹 市 吹 田 市

青森県 青 森 市 青 梅 市 高 槻 市
弘 前 市 府 中 市 守 口 市
八 戸 市 昭 島 市 枚 方 市

岩手県 盛 岡 市 小 金 井 市 八 尾 市
宮城県 仙 台 市 日 野 市 寝 屋 川 市
秋田県 秋 田 市 東 村 山 市 河 内 長 野 市
山形県 山 形 市 国 分 寺 市 松 原 市
福島県 福 島 市 多 摩 市 大 東 市

会 津 若 松 市 神奈川県 横 浜 市 和 泉 市
郡 山 市 横 須 賀 市 門 真 市

茨城県 日 立 市 相 模 原 市 東 大 阪 市
つ く ば 市 大 和 市 兵庫県 神 戸 市
ひたちなか市 海 老 名 市 尼 崎 市
筑 西 市 座 間 市 西 宮 市

群馬県 前 橋 市 平 塚 市 伊 丹 市
太 田 市 藤 沢 市 宝 塚 市

栃木県 宇 都 宮 市 秦 野 市 川 西 市
足 利 市 小 田 原 市 三 田 市
小 山 市 新潟県 新 潟 市 明 石 市
那 須 塩 原 市 三 条 市 加 古 川 市

埼玉県 さ い た ま 市 上 越 市 姫 路 市
熊 谷 市 石川県 白 山 市 奈良県 奈 良 市
狭 山 市 福井県 福 井 市 生 駒 市
上 尾 市 山梨県 甲 府 市 鳥取県 鳥 取 市
草 加 市 長野県 長 野 市 米 子 市
越 谷 市 松 本 市 島根県 松 江 市
戸 田 市 上 田 市 出 雲 市
入 間 市 静岡県 静 岡 市 岡山県 倉 敷 市
朝 霧 市 浜 松 市 津 山 市
新 座 市 沼 津 市 広島県 呉 市
富 士 見 市 三 島 市 三 原 市
三 郷 市 富 士 市 福 山 市

千葉県 千 葉 市 磐 田 市 山口県 宇 部 市
市 川 市 焼 津 市 山 口 市
船 橋 市 愛知県 名 古 屋 市 徳島県 徳 島 市
松 戸 市 豊 橋 市 愛媛県 松 山 市
成 田 市 岡 崎 市 新 居 浜 市
柏 市 一 宮 市 香川県 高 松 市
八 千 代 市 瀬 戸 市 丸 亀 市
我 孫 子 市 半 田 市 福岡県 北 九 州 市
浦 安 市 豊 川 市 福 岡 市

東京都 中 央 区 刈 谷 市 大 牟 田 市
港 区 豊 田 市 春 日 市
新 宿 区 安 城 市 佐賀県 佐 賀 市
台 東 区 小 牧 市 長崎県 諫 早 市
墨 田 区 稲 沢 市 熊本県 熊 本 市
江 東 区 岐阜県 岐 阜 市 八 代 市
目 黒 区 大 垣 市 大分県 大 分 市
大 田 区 多 治 見 市 別 府 市
世 田 谷 区 三重県 津 市 宮崎県 宮 崎 市
中 野 区 四 日 市 市 鹿児島県 鹿 児 島 市
杉 並 区 桑 名 市 薩 摩 川 内 市
豊 島 区 鈴 鹿 市 沖縄県 那 覇 市
北 区 伊 賀 市 浦 添 市
板 橋 区 京都府 京 都 市 う る ま 市

調査にご協力いただいた自治体一覧

 




